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１３２８

規 則

�愛媛県規則第７９号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和３年１２月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………（経営支援課）…１３２８

告 示

○ 形質変更時要届出区域の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（環境政策課）…１３３２

○ 肥料登録有効期間の更新………………………………………………………………………………………………………………………………（農産園芸課）…１３３２

○ 都市計画の変更…………………………………………………………………………………………………………………………………………（都市計画課）…１３３２

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第８条による特定施設の構造等の変更の許可申請の概要…………………………………………（東予地方局環境保全課）…１３３２

○ 土地改良区の定款変更の認可………………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…１３３４

○ 道路の区域変更（県道薮ヶ市松野線）………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…１３３４

○ 道路の供用開始（一般国道１９７号）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…１３３４

雑 報

○ 協同組合クリーンプラザ産業廃棄物焼却施設整備事業に係る工事着手について………………………………………………………………（環境政策課）…１３３５

改 正 後 改 正 前

（担保及び保証）

第６条 知事は、貸付対象物件を物的担保として徴することができ

る。

２ 知事は、前項の物的担保のみでは当該貸付けに係る債権の保全

に不足すると認められるときは、貸付対象物件以外の資産を物的

担保として徴することができる。

３ 知事は、前２項の物的担保に代えて、金融機関（預金保険法

（昭和４６年法律第３４号）第２条第１項に規定する金融機関をい

う。以下同じ。）による貸付金に係る債務の保証その他これに準

ずるもの（以下「金融機関保証等」という。）を徴することがで

きるほか、これらの物的担保のみでは当該貸付けに係る債権の保

全に不足すると認められるときは、これらの物的担保と併せて金

融機関保証等を徴することができる。

４ 知事は、第１項及び第２項の物的担保のみでは当該貸付けに係

る債権の保全に不足し、若しくは不足することが見込まれる場合

又は徴求し得る物的担保がない場合であつて、借主が金融機関保

証等を受けられないとき、又は借主が金融機関保証等に代えて個

人若しくは法人の連帯保証による債権保全を求めたときに限り、

当該連帯保証を徴することができる。

５ 前項の連帯保証を行う保証人は、当該貸付けに係る債務を保証

する充分な支払能力を有し、かつ、知事が適当と認めた者でなけ

（連帯保証人及び担保）

第６条 借主は、原則として当該貸付けについて連帯保証人を２人

以上立てるものとする。

２ 前項の保証人は、当該貸付けに係る債務を保証する充分な支払

能力を有し、かつ、知事が適当と認めた者でなければならない。

３ 知事は、原則として物的担保を徴するものとする。この場合に

おいて貸付対象物件を第１担保に徴することを例とする。

毎週（火・金）曜日発行 第２６４号 令和３年１２月３日

令和３年１２月３日金曜日 第２６４号



愛 媛 県 報令和３年１２月３日 第２６４号

１３２９

ればならない。

附 則

（貸付金の限度等の特例）

３ 省略

４ 一の借主に対して貸し付ける貸付金の金額は、当該貸付金（令

和６年３月３１日までに貸付決定されるものに限る。）に係る債権

の保全が金融機関による貸付金に係る債務の保証によるものであ

る場合にあつては、別表第２貸付金の金額の欄、別表第３貸付金

の金額の欄及び別表第４貸付金の金額の欄の規定にかかわらず、

整備資金の１００分の９０以内とする。

５ 貸付金の利率は、当該貸付金（令和６年３月３１日までに貸付決

定されるものに限る。）に係る債権の保全が金融機関による貸付

金に係る債務の保証のみによるものである場合にあつては、別表

第２利率の欄及び別表第４利率の欄中「０．３５パーセント」とある

のは、「０．３５パーセント以内」とする。

別表第２（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係）

附 則

（貸付金の限度等の特例）

３ 省略

別表第２（第３条―第５条 関係）

高度化

資金の

種 類

貸付対象者

貸付

対象

施設

貸付

金の

金額

利

率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種 類

貸付対象者

貸付

対象

施設

貸付

金の

金額

利

率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画承認グループ事

業を実施する特定事業者（中小

企業等経営強化法（平成１１年法

律第１８号）第２条第５項に規定

する特定事業者をいう。）

省略 １ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画承認グループ事

業を実施する中小企業者（中小

企業等経営強化法（平成１１年法

律第１８号）第２条第１項に規定

する中小企業者をいう。）及び

組合等（同条第６項に規定する

組合等をいう。）

省略

２ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業計画承認グルー

プ事業を実施する下請事業者等

（下請中小企業振興法（昭和

４５年法律第１４５号）第５条第１

項に規定する下請事業者等 を

いう。）

省略 ２ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業計画承認グルー

プ事業を実施する特定下請組合

等（下請中小企業振興法（昭和

４５年法律第１４５号）第５条第１

項に規定する特定下請組合等を

いう。）

省略

３～９

省略

３～９

省略

別表第３（第３条―第５条、附則第３項、第４項関係） 別表第３（第３条―第５条 関係）

省略 省略

別表第４（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係） 別表第４（第３条―第５条 関係）

省略 省略

様式第１号（第１０条関係） 高度化資金貸付申請書 様式第１号（第１０条関係） 高度化資金貸付申請書

省略

氏名又は代表者氏名

省略

氏名又は代表者氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２号（第１０条関係） 高度化資金計画書

様式第２号（その１）

注 省略

様式第２号（第１０条関係） 高度化資金計画書

様式第２号（その１）



愛 媛 県 報令和３年１２月３日 第２６４号

１３３０

省略

代 表 者 氏 名

省略

省略

代 表 者 氏 名 �

省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県

規則第６２号）第６条第３項に規定する金融機関保証等を

受ける場合は、当該金融機関保証等を受けたことを証す

る書類

� 連帯保証人を立てる場合は、別紙の連帯保証確認書及

び当該連帯保証人の印鑑証明書

� 申請者 の印鑑証明書

� 省略

４ 省略

別紙

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 別紙の連帯保証確認書

� 申請者及び連帯保証人の印鑑証明書

� 省略

４ 省略

別紙

省略

職 業 又 は 業 種

連帯保証人
住 所 又 は 所 在 地

名 称

氏名又は代表者氏名

この度、 が、 年度高度化資金の貸付けを受け

ることにつき、高度化資金借入希望額 円のうち

円について債務の保証を行うことを確認します。

省略

省略

職業

連帯保証人 住所

氏名

この度、 が、 年度高度化資金の貸付 を受け

ることにつき、

債務の保証を行うことを確認します。

省略

省略 省略

注 省略

様式第２号（その２）

注 省略

様式第２号（その２）

省略

代表者氏名

省略

省略

代表者氏名 �

省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県

規則第６２号）第６条第３項に規定する金融機関保証等を

受ける場合は、当該金融機関保証等を受けたことを証す

る書類

	 連帯保証人を立てる場合は、様式第２号（その１）別

紙の連帯保証確認書及び当該連帯保証人の印鑑証明書


 申請者 の印鑑証明書

� 省略

� 省略

４ 省略

様式第２号（その３）

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 様式第２号（その１）別

紙の連帯保証確認書

	 申請者及び連帯保証人の印鑑証明書


 省略

� 省略

４ 省略

様式第２号（その３）

省略

代表者氏名

省略

省略

代表者氏名 �

省略

省略 省略
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１３３１

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県

規則第６２号）第６条第３項に規定する金融機関保証等を

受ける場合は、当該金融機関保証等を受けたことを証す

る書類

� 連帯保証人を立てる場合は、様式第２号（その１）別

紙の連帯保証確認書及び当該連帯保証人の印鑑証明書

� 申請者 の印鑑証明書

� 省略

４ 省略

様式第２号（その４）

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 様式第２号（その１）別

紙の連帯保証確認書

� 申請者及び連帯保証人の印鑑証明書

� 省略

４ 省略

様式第２号（その４）

省略

代表者氏名

省略

省略

代表者氏名 �

省略

省略 省略

注 省略

様式第２号（その５）

注 省略

様式第２号（その５）

省略

代表者氏名

省略

省略

代表者氏名 �

省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県

規則第６２号）第６条第３項に規定する金融機関保証等を

受ける場合は、当該金融機関保証等を受けたことを証す

る書類

� 連帯保証人を立てる場合は、様式第２号（その１）別

紙の連帯保証確認書及び当該連帯保証人の印鑑証明書

� 申請者 の印鑑証明書

� 省略

４ 省略

様式第２号（その６）

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 様式第２号（その１）別

紙の連帯保証確認書

� 申請者及び連帯保証人の印鑑証明書

� 省略

４ 省略

様式第２号（その６）

省略

代表者氏名

省略

省略

代表者氏名 �

省略

省略 省略

注 省略

様式第２号（その７）

注 省略

様式第２号（その７）

省略

代表者氏名

省略

省略

代表者氏名 �

省略

省略 省略

注 省略

様式第４号（第１２条関係） 整備等状況報告書

注 省略

様式第４号（第１２条関係） 整備等状況報告書

省略

氏名又は代表者氏名

省略

氏名又は代表者氏名 �
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１３３２

告 示

�愛媛県告示第１３４８号
土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第１項の規定によ

り、次のとおり形質変更時要届出区域を指定する。

令和３年１２月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 区域

新居浜市磯浦町乙３６６番２０の一部（次の図のとおり）

２ 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第３１条第

１項の基準に適合していない特定有害物質の種類

セレン及びその化合物、砒素及びその化合物

３ 土壌汚染対策法施行規則第３１条第２項の基準に適合していない

特定有害物質の種類

セレン及びその化合物、砒素及びその化合物

４ 土壌汚染対策法施行規則第５８条第５項第１２号に該当

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県県民環境部環境局環

境政策課及び愛媛県西条保健所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１３４９号
肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７号）第１２

条第２項の規定により、次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

令和３年１２月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１３５０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和３年１２月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

新居浜都市計画ごみ処理場

１財団法人愛媛県産業廃棄物処理センター東予地区廃棄物処理

施設

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 新居浜市磯浦町の一部

�������
�愛媛県告示第１３５１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県西条保健所及び西条市役所において告示の日から

３週間公衆の縦覧に供する。

令和３年１２月３日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

四国電力株式会社

香川県高松市丸の内２番５号

取締役社長 社長執行役員 長井 啓介

２ 事業場の名称及び所在地

四国電力株式会社西条発電所

西条市喜多川８５３番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第６３

号の３及び第７４号

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の構造、特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法、

排出水の汚染状態及び量、排出水の排出系統別の汚染状態及び量

並びに用水及び排水の系統

５ 特定施設に関する事項

総合排水処理装置

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

令和９
年１２月
１８日

愛媛県
第１２１９
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

苦土炭
酸石灰

アルカ
リ分
５３．０
く溶性
苦土
１０．０

その他
の制限
事項は
公定規
格のと
おり

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

令和９
年１２月
１８日

愛媛県
第１２２０
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

粒状苦
土炭酸
石灰

アルカ
リ分
５３．０
く溶性
苦土
１０．０

その他
の制限
事項は
公定規
格のと
おり

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり２，９００立
方メートル処理

〈第一総合排水処理
装置〉
１日当たり１，７５０立
方メートル処理
〈第二総合排水処理
装置〉
１日当たり２，９００立
方メートル処理

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

凝集剤（硫酸バンド
等）
１日当たり約１．５ト
ン
中和剤（消石灰等）
１日当たり約５トン
栄養剤（硫酸アンモ
ニウム等）
１日当たり約０．５ト
ン

〈第一総合排水処理
装置〉
凝集沈殿用（硫酸バ
ンド、ポリマー）
１日当たり約１トン
中和用（消石灰、苛
性ソーダ）
１日当たり約３トン
〈第二総合排水処理
装置〉
凝集沈殿用（硫酸バ
ンド、ポリマー、キ
レート剤）
１日当たり約０．５ト
ン
中和用（苛性ソーダ、
塩酸）
１日当たり約２トン
脱窒用（硫酸アンモ
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６ 汚水等の処理施設に関する事項

ニウム、メタノール、
りん酸）
１日当たり約０．５ト
ン

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

〈第一総合排水処理
装置〉
通常 ５．５～８．５
最大 ５．５～８．５
〈第二総合排水処理
装置〉
通常 ５．５～８．５
最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

〈第一総合排水処理
装置〉
通常 １０
最大 １５
〈第二総合排水処理
装置〉
通常 １０
最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ２５

〈第一総合排水処理
装置〉
通常 ５
最大 ５０
〈第二総合排水処理
装置〉
通常 ５
最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ３０

〈第一総合排水処理
装置〉
通常 １５
最大 ６０
〈第二総合排水処理
装置〉
通常 １０
最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

〈第一総合排水処理
装置〉
通常 １
最大 ８
〈第二総合排水処理
装置〉
通常 １
最大 ４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０４０

最大 ２，９００

〈第一総合排水処理
装置〉
パターン①
通常 ９６０
最大 １，４３０
パターン②
通常 ０
最大 ０
〈第二総合排水処理
装置〉
パターン①
通常 １，０８０
最大 １，４７０
パターン②
通常 ２，０４０
最大 ２，９００

備考 第一総合排水処理装置からの汚水等は、総排排水口（既設）から排出
し、第二総合排水処理装置からの汚水等は、総排排水口（新設）から排
出する。
パターン①・・・総排排水口（既設）及び総排排水口（新設）から排

水するケース
パターン②・・・総排排水口（新設）から全量排水するケース

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，９００立
方メートル処理

〈第一総合排水処理
装置〉
１日当たり１，７５０立
方メートル処理
〈第二総合排水処理
装置〉
１日当たり２，９００立
方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式
凝集沈殿、ろ過、脱
窒、ＣＯＤ吸着、中
和処理方式

〈第一総合排水処理
装置〉
凝集沈殿、ろ過、Ｃ
ＯＤ吸着、中和処理
方式
〈第二総合排水処理
装置〉
凝集沈殿、ろ過、脱
窒、ＣＯＤ吸着、中
和処理方式

処理施設に

よる処理前

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

〈第一総
合排水処

〈第一総
合排水処

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
１．０～１４．０
最大

１．０～１４．０

通常
５．５～８．５
最大

５．５～８．５

理装置〉
通常

１．０～２．０
最大

１．０～２．０
〈第二総
合排水処
理装置〉
通常

１．０～１４．０
最大

１．０～１４．０

理装置〉
通常

５．５～８．５
最大

５．５～８．５
〈第二総
合排水処
理装置〉
通常

５．５～８．５
最大

５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
２０
最大
１５０

通常
１０
最大
１５

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
２５
最大
３０

〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
２０
最大
１５０

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
１０
最大
１５

〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
１０
最大
１５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
８００
最大
１，０００

通常
５
最大
２５

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
４００
最大
１，０００
〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
８００
最大
１，０００

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
５
最大
５０

〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
５
最大
２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
７０
最大
１６０

通常
１０
最大
３０

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
７０
最大
１５０

〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
７０
最大
１６０

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
１５
最大
６０

〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
１０
最大
３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１０
最大
５０

通常
１
最大
４

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
１０
最大
２０

〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
１０
最大
５０

〈第一総
合排水処
理装置〉
通常
１
最大
８

〈第二総
合排水処
理装置〉
通常
１
最大
４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
２，０４０
最大
２，９００

通常
２，０４０
最大
２，９００

〈第一総
合排水処
理装置〉
パターン
①
通常
９６０
最大
１，４３０
パターン
②
通常
０
最大
０

〈第二総
合排水処
理装置〉
パターン
①
通常
１，０８０
最大
１，４７０
パターン
②
通常
２，０４０
最大
２，９００

〈第一総
合排水処
理装置〉
パターン
①
通常
９６０
最大
１，４３０
パターン
②
通常
０
最大
０

〈第二総
合排水処
理装置〉
パターン
①
通常
１，０８０
最大
１，４７０
パターン
②
通常
２，０４０
最大
２，９００

備考 第一総合排水処理装置からの汚水等は、総排排水口（既設）から排出
し、第二総合排水処理装置からの汚水等は、総排排水口（新設）から排
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７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 総排排水口（既設）

� 総排排水口（新設）

� 冷却水排水口

変更なし

備考 この他に雨水排水口が３箇所ある。

�������
�愛媛県告示第１３５２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市泊土地改良区の定款の変更を認可した。

令和３年１２月３日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

�愛媛県告示第１３５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年１２月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年１２月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

出する。
パターン①・・・総排排水口（既設）及び総排排水口（新設）から排

水するケース
パターン②・・・総排排水口（新設）から全量排水するケース

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５０

総排排水口（新設）
に統合窒素含有量

（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ６０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

パターン①
通常 ９６０
最大 １，４３０
パターン②
通常 ０
最大 ０

備考 第一総合排水処理装置からの排水が排出される。

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ２５

通常 ５

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ３０

通常 １０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

通常 １

最大 ４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０４０

最大 ２，９００

パターン①
通常 １，０８０
最大 １，４７０
パターン②
通常 ２，０４０
最大 ２，９００

備考 第二総合排水処理装置からの排水が排出される。

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 薮ヶ市松野線

北宇和郡松野町大字富岡２１７５番地先から

同町大字富岡２１７７番２まで
旧 ５．８～１５．１ ０．１２０

北宇和郡松野町大字富岡２１８６番３から

同町大字富岡２１７７番３まで
新 １０．７～２４．１ ０．１２０
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雑 報

�公 告

協同組合クリーンプラザ産業廃棄物焼却施設整備事業に係る

工事着手について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第３４条第

１項の規定により、次の対象事業について工事着手したので、次の

とおり公告します。

令和３年１２月３日

協同組合クリーンプラザ 理事長 石 川 隆 憲

１ 事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地）

� 名 称 協同組合クリーンプラザ

� 代表者の氏名 理事長 石川 隆憲

� 所在地 四国中央市妻鳥町３０４８番地２

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 協同組合クリーンプラザ産業廃棄物焼却施設整備事業

� 種類 産業廃棄物焼却施設の設置の事業

� 規模 １日当たりの処理能力 １５０トン １基

３ 対象事業の実施区域

四国中央市妻鳥町３０４８番地１４

４ 愛媛県環境影響評価条例第３４条第１項の該当した号及びその理

由

第１号（対象事業に係る工事に着手したため）

５ 該当した時期

令和３年１１月１１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市肱川町宇和川４３７０番２から

同町宇和川４３８０番２まで
令和３年１２月３日

令和３年１２月３日 発行


